





























2014 年度に実施した，出産，入院，外来受診という 3 つの状況下での子育て世帯の生活状況調
査がある2）3）4）5）6）。この調査は，全日本民主医療機関連合会（民医連）に加盟する 5 つの産婦人
科病棟，11 の小児科関連病棟，54 の小児科外来の協力によって実施された。EU 基準に基づく
相対的貧困，所得中央値の 60％ 以下を相対的貧困世帯とした場合，相対的貧困世帯の母親の中
で，今の暮らし向きが「普通以上」と回答したのは 38％ であった。つまり，EU 基準でみた
「貧困世帯」の 4 割近くは，自分たち家族の現状を貧困状態とは見ていないことになる。むしろ
彼らは，自らの家族が貧困層に含まれることへの拒否感を抱くかもしれない。
















Reference : Key Concept Poverty Ruth Lister, polity

















栃木県と大分県を除く 45 都道府県から回答が寄せられた。全回答数 2,518 のうち，無効回答
及び重複回答 120 を除く 2,398（95％）の共通項目への回答が，今回の分析対象である。内閣府
によって税込み収入から可処分所得を計算する係数が示されているため，これを使って各世帯の
収入から可処分所得を推計し，この結果を 2016 年に実施された国民生活基礎調査に基づく所得
中央値の 50％ に相当する貧困線を世帯構成人数毎に算出し，その線を含む収入未満 228 世帯
（9.5％）を相対的貧困世帯，貧困線を上回る 1,859 世帯（77.5％）を非貧困世帯として，境界線





記載不備を除く 2,267 世帯の中で相対的貧困世帯は，228 世帯全体の 10.1％ であった。世帯人
数は，貧困世帯で 2 人世帯及び 5 人以上世帯の比率が高かった（いずれも p＜0.0001）。子ども

































































































































































0.0001），正規雇用及び就労時間が 40 時間以上の比率が低かった（p＜0.0001 及び p＝0.0078）。
一方，就労している母親の勤務形態には両群間で有意差がなかった。
4．父親の就労（表 4）























































































































（うつ状態）と発達障害であった（各々 p＜0.0001 と p＝0.0056）が，非貧困世帯で脂質代謝異常
の比率が高かった（p＝0.0469）。母親のボディマス指数（BMI）の比較では，貧困世帯の母親で
痩せ及び肥満の比率がともに高かった（各々 p＜0.0001 及び p＝0.0002）。
表 5 母親の健康状態















































































































































































































ない 1649 世帯の中で相談したが断られたとの回答が，非貧困世帯含め 12 件あった。各種支払い
の滞納状況では，貧困世帯で「クレジットカード返済」「スマホ契約に関わる支払い」「食費の節
約」が 2 割を超えていた。一方，非貧困世帯でも，7.6％ で「クレジットカード返済」の滞納な
どを経験していた。
表 7 今の生活状況





















































































































最近 1 年間の旅行では，貧困世帯で出かけていない割合が 3 割近くと高く（p＜0.0001），実家
への帰省，一泊旅行，2-3 泊旅行，海外旅行いずれにおいても両群間に差を認めた（各々 p＜
0.0001, p＝0.0053, p＝0.0030, p＝0.0448）。
表 8 学歴など










































































































































































































































2018 年国民生活基礎調査によるひとり親世帯の貧困割合は 48.1％ で，大人が 2 人以上いる世
帯の約 4 倍となっており，その 9 割が母子世帯であった10）。今回の結果でも，貧困線を含む境界
世帯を除いた子どもが両親と暮らす貧困及び非貧困 1,883 世帯の中での貧困世帯は，155 世帯 8.2
％であったのに対して，子どもが母親とのみ暮らす貧困及び非貧困 160 世帯の中で貧困世帯は





2020）は，イギリス 10.9，フランス 11.47，ドイツ 11.17，オーストラリア 12.59 に対して，日本
は 7.95 と低い11）。また，社会移転による子育て世帯への支援（GDP に対する％ 2015）は，イ




住宅事情をみると，貧困世帯であっても公営住宅への居住は 10％ 未満であった。1988 年と
2018 年の 30 年の変化を比較した場合，総務省の統計によると，全国の持ち家率は各々 61.3％ と
























例えば，2014 年のひとり親世帯の就労率はイギリスで 52％，スウェーデンで 73％ に対して，日
本政府は 2016 年で 82％ だったと公表している17）18）。日本のひとり親家庭の母親は高い就労率に
もかかわらず，国民生活基礎調査でも一貫して半数近くか過半数が貧困世帯となっている。今回
の調査でも，境界線周辺世帯を除くと，61/146 世帯 42％ が貧困世帯であった。こういった結果
から，子どもの貧困をなくすための手段として，1）最低賃金を高く設定し生活を成り立たせる，
2）戻し税のような仕組みで所得の補填を公的に行う，あるいは③子どもへの手当を増額する，
などが考えられるが，ユニセフ イノチェンティ レポートカード 14 日本語版によれば，政策
介入による現金やサービスの社会移転による子どもの貧困削減割合が，イギリスで 54％，スウ
ェーデンで 55％ に対して，日本はわずか 18％ で，OECD 37 か国中 31 位に留まり，政策が適切
に子どもの貧困削減の役割を果たしていない（2014 年）19）。
貧困な環境下で暮らす母親の健康問題として，死産割合が非貧困世帯の 1.5 倍と有意に高かっ
た。こうした影響は，2017 年の乳児死亡率（出生 1,000 人比）が，全体では 1.9 であったのに対




この調査結果だけでは論じられないが，2001 年 WHO 総会で採択された生活機能分類（ICF）
の視点で考えれば，どちらが先かではなく，貧困と疾患は相互に影響しあっているとみるのが妥












2018 年の 20, 30, 40 代女性の喫煙率が各々 6.6, 11.1, 13.6％ であったのに対して，今回，貧困及び
















































































（平成 29 年度～平成 31 年度科学研究費 基盤研究 C 課題番号 17K04280）に基づく研究成果の一部である。
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